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ＮＥＷ ＳＴＡＮＤＡＲＤ株式会社 
 

 

自 ２０２２年５月 １日 

至 ２０２３年４月３０日 
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貸 借 対 照 表 
（２０２３年４月３０日現在） 

 

（単位：千円） 

資産の部 負債の部 

科目 金額 科目 金額 

流動資産 179,758 流動負債 72,576 

 現金及び預金 85,177 買掛金 77 

 売掛金 84,465 未払金 22,276 

 商品 150 未払費用 35,197 

 仕掛品 1,090 前受金 344 

 貯蔵品 4 預り金 4,137 

 前払費用 8,549 未払法人税等 180 

 未収入金 685 未払消費税等 10,363 

 仮払金 270 固定負債 263,863 

 貸倒引当金 △634 長期借入金 254,601 

固定資産 32,647 資産除去債務 9,262 

有形固定資産 2,156 負 債 合 計 336,440 

  一括償却資産 2,074 純資産の部 

  工具、器具及び備品 1,712 株主資本 △126,614 

  減価償却累計額 △1,630 資本金 100,000 

投資その他の資産 30,491 利益剰余金 △226,614 

長期前払費用 5,905 その他利益剰余金 △226,614 

 敷金及び保証金 24,585 繰越利益剰余金 △226,614 

   （うち当期純利益） （34,151） 

    新株予約権 2,580 

  純資産合計 △124,033 

資 産 合 計 212,406 負債及び純資産合計 212,406 
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個別注記表 
自 ２０２２年５月 １日 

至 ２０２３年４月３０日 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

   棚卸資産の評価基準及び評価方法 

①商品……先入先出法による原価法を採用しております（貸借対照表価額は、収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

②仕掛品…個別法による原価法を採用しております（貸借対照表価額は、収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、２０１６年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法

によっております。 

  （２）無形固定資産 

自社利用のソフトウエアについては、自社における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。 

 ３．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

Ⅱ．株主資本等変動計算書に関する注記 

  （１）前事業年度の末日における発行済株式の総数 

普通株式    78,500株 

     Ａ種優先株式  23,750株 

     Ｂ種優先株式  22,750株 

     Ｃ種優先株式  30,740株 

     Ｄ種優先株式  14,450株 

合計      170,190株 

  （２）当事業年度の末日における発行済株式の総数 

普通株式    85,160株 

     Ａ種優先株式  23,750株 

     Ｂ種優先株式  22,750株 

     Ｃ種優先株式  24,080株 

     Ｄ種優先株式  14,450株 

合計      170,190株 

 （３）新株予約権に関する事項 

当事業年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

     普通株式                24,850株 

うち自己新株予約権にかかる普通株式   6,910株 
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Ⅲ．１株当たり情報に関する注記 

  （１）1株当たり純資産額 

     △728円 79銭 

  （２）1株当たり当期純利益 

      200円 66銭 

 

本計算書類中の記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

以上 

 

 


